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Ⅰ C0l TAMA 実証分析結果とクラスタ 一関連理論との 関係 

0 児玉掛竿 ( 東 大経済研 ) 

1. はじめに 

イノベーションの 地域的なメカニズムとして、 「産業クラスタⅡや「知的クラスタⅠへの 期待が 稿 まっている。 クラスター形成のメカ 

ニズムを探り、 わが国においてその 促進を図るための 経済理論上の 検討課題は何であ ろうか。 本報告では、 経済産業省が 推進する「産業ク 

ラスタ一計画」の 先進事例として 位置づけられる TAMAA に関する実証的な 分析結果を題材とし、 クラスタ一関連の 経済理論との 関係にお 

ける位置づけと 今後の理論的な 検討課題について．一つの 試論として議論の 整理を試みる。 

2. TAMAA についての実証分析結果 

児玉 俊洋 (2 ㏄ 2 、 2 ㎝ 3 、 2 ㎝ 6) は、 TAMAA に関するデータに 基づいて、 主として次の 2 つの命題を検証した。 1) 産業クラスター 形成 

の 担い手として、 製品開発型中小企業 ( 定義後述 ) が重要であ る。 2) 産業クラスター 形成を促進するため、 連携仲介機関が 重要であ る。 

本節では、 これらを導いた 実証分析の概略を 紹介する。 

(l) TAMAA とは 

TAMAA とは、 埼玉県南西部、 東京都多摩地域、 神奈川県中央部に 広がる地域を 指す。 TAMAA は、 T ㎏ hnoloWAdv ㎝㏄ dMet ぬ yPo ℡ 簗 nA 托 a 
( 技術先進首都圏地域 ) を意味する。 この地域には、 ①電気・電子機械をはじめとする 人 仝業の開発拠点、 ②理工系学部を 持つ大学などの 

教育研究機関、 ③自社製品の 企画開発力を 持っ製品開発型中小企業、 ④高精度、 短納期の外注加工に 対応できる基盤技術型中小企業が 集積 

している。 

通商産業省関東通商産業局 ( 現 経済産業省関東経済産業局 ) が、 この地域について 調査した関東通商産業局 (1997) の調査結果に 基づいて   

地域の産学及び 企業間の連携を 強 ィヒ するための組織体の 形成を呼びかけたところ、 地域のキーパーソンがこれに 呼応し、 平成 9 年 9 月、 製 

品 開発型中小企業を 中心とする民間企業、 大学及び公的研究機関、 商工団体並びに 都県市苦行政機関 54 機関の代表者等 55 名よりなる「 広 

域 多摩地域産業活性 ィヒ 協議会 ( 仮称 ) 準備金」が発足した。 同準備金の活動が 核となって、 平成 10 年 4 月に 328 の会員 ( うち、 企業会員 

190) により、 「 TAMA 産業活性化協議会」が 設立された。 同協議会は、 平成 13 年 4 月に、 任意団体から 社団法人に改組され、 「 ( 社 ) TAMA 

産業活性化協会 ( 正式名称 : ( ネつ 首都圏産業活性化協会、 会長 : 古川勇二 ) 」 ( 以下では、 協議会時代を 含めて「 TAMAA 協会」という ) と 

なり、 平成 17 年 8 月 1 日現在の会員数は 629 ( うち企業会員数 322) であ る。 TAMA 協会は、 発足以来、 連携形成等の 支援・成果事例を 

積み重ね．経済産業省の 産業クラスタ 一計画の先進事例として 位置づけられている。 

(2) 製品開発型中小企業の 定義 

「製品開発型中小企業」とは、 設計能力があ り、 かつ、 売上げの中に 自社製品を有している 企業として定義する。 自社製品とは、 自社の 

企画、 設計による製品で、 部品、 半製品を含み、 自社プランドだけでなく 他社プランドで 販売される製品の 供給を含むものとして 考える。 

関東通商産業 凧 1997) は、 このように定義した 製品開発型中小企業は、 相対的に業績 力 な子 誠 であ り、 その背景として 多数の顧客先企業を 持 

ち ( 市場ニーズ把握力にっながると 判断 ) 、 また、 研究開発指向性が 高 い ことを指摘した。 

一方、 「基盤技術型中小企業」とは、 切削・研削・ 研磨．鋳造，鍛造、 プレス、 メッキ・表面処理、 部品組立、 金型製作等製造業全般に 

投入される各種部品等の 加工工程を担う 中小企業として 定義される。 基盤技術型中小企業は 製品開発型中小企業の 加工外注 先 として機能し 

ており、 基盤技術型中小企業の 存在なくして、 製品開発型中小企業の 開発力は成立しない。 しかし、 基盤技術型中小企業は、 他社からの 仕 

様 、 設計の指定に 基づいて 愛 き初ロ 工 ( いわゆる「下請加工」 ) を行うものの、 それ自体、 企画、 設計の機能がないものが 多い。 

製品開発型 中 /h 、 企業は、 多数の大企業に 製造装置、 検査装置、 分析装置、 部品を自社の 企画、 設計に基づいて 供給している。 同時に、 製 

品開発型中小企業は、 その製品の製造に 当たって、 多くの工程を、 近隣を中心とする 多数の基盤技術型中小企業に 外注している。 従って、 

製品開発型中小企業が 製品開発に成功すると 地域の基盤技術型中小企業に 波及効果が 汲ぶ 関係にあ る。 

(3) 製品開発型中小企業の 産学及び企業間連携における 役割 

これまでの調査研究によって、 製品開発型中小企業が 産学連携及び 企業間連携 ( 新技術・新製品の 開発を目的とするもの。 以下同じ。 ) に 
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おいて重要な 役割を担っていることが 明らかになった。 まず、 2002 年に実施した 連携事例調査 1 によって、 調査対象連携事例の 多くは、 製 

品開発型中小企業が 企業側の中心であ ることが確認された ( 連携事例の中心企業 37 社のうちの製造業 25 社中 23 社が製品開発型中小企業 ) 

0 毛玉 俊洋 、 2 ㏄ 2L 。 次に 、 2 ㎝ 3 年に実施した TAMAA の企業を対象とするアンケート 調昏の記述集計によって、 製品開発型中小企業は   

景気変動の影響を 受けつつも 相ヌ抽勺に 業績 力 砂子 調 であ り、 多数の顧客先企業と 外注 先 企業を持つとともに、 研究開発指向性が 高く、 産学 連 

携 実施企業が多いことが 確認された 0 巳 正俊 洋 、 2 ㎝ 3) 。 さらに、 同アンケート 調査結果の回帰分析によって、 製品開発型中小企業は 、 産 

学 連携、 企業間連携を 研究開発成果に 有効に活用していることが 示されたひ 弓 正俊 洋 、 2 ㏄ 5) 。 

(4) 製品開発型中小企業に 関する回帰分析結果 

児玉 俊洋 (2005) より、 回帰分析結果の 一部を紹介すると 表 1 のとおりであ る。 これは、 機械金属系製造業の 中小企業について、 研究開発 

成果指標であ る PA ( 特許出願件数．調査時点までの 3 年間二 2 ㎝ 0 ～ 02 年度 ) 、 1 蒋 ( 新製品件数、 調査時点までの 3 年間二 2 ㎝ 0 ～ 02 年度   

新製品は最近 3 年間に発売した 製品でモデルチェンジを 含み特注品を 除く ) 、 NTT ( 工程・加工法関連新技術、 調査時点までの 3 年間 戒 ㏄ 0 
～ 02 年度 ) のそれぞれを㈲ R&D ( 研究開発費、 2 ㎝ 1 年度と 99 年度 ( 推計 ) の平均 ) 、 または、 ㈲ R 技 D と PD ( 製品開発型 グ ミ づ 、 NPD 

( 非製品開発型 グ ミ一 ) との交差 項 、 または、 (3)R 技 D と ID 伍 ㎡の ( 産学連携あ りダミーⅡ ) 、 N 苅 D 伍 ㎡の ( 産学連携なし グ ミ一 ) との交差 

項 、 または、 (4@ 及 D と PDXU お 魚血 の 、 IWDXU Ⅲ 億 ㎡ め 、 PDXN 苅 D 細 ㎡の、 IWDXNLD 紬 ㎡のとの交差 項 で説明し、 企業属性をコント 

ロールする説明変数として L ( 従業者数、 調査時点 二 2003 年 3 月 ) 、 ノ ㎏ e 徒業年齢 ) 及び』㎏ e. 鞭 ua 托 d ( 企業年齢の二乗 ) を用いた回帰 式 

の 推定結果であ る。 ただし、 被 説明変数が非 負 整数の値をとる 計数データなので 負の二項回帰分析を 用い、 表 Ⅰにはその推定結果から 算出 

される各説明変数の 限界効果を示した。 

(2) 式において PD*R&D とで 蒋 D*R&D の推定結果を 比較すると、 PA に対しても NP に対しても NTT に対しても PD*R&D のみが正で有 

意 であ る。 このことは、 製品開発型中小企業は 研究開発活動を 有効に研究開発成果に 活用しているが、 非開発型中小企業は 必ずしもそうで 

はないことを 示している。 ㈲式において PD*U 刀価 ㎡ v)*R&D と NPD*LD ㎝㎡ v)*R&D の推定結果を 比較すると、 PA に対しても NP に ヌ 寸 

しても NTT に対しても PD*UD 面㎡の "R 技 D のみが正で有意であ る。 このことは、 製品開発型中小企業は 産学連携を研究開発成果に 有効に 

活用しているが、 非製品開発型中小企業は 必ずしもそうではないことを 示している。 PA とⅠ荘に対して 製品開発型中小企業の 方が非製品 

開発型中小企業よりも 高 い 成果を示すことは 当然と言 う べきかもしれないが、 非製品開発型中小企業にも 必要性の高 い NTT に対する推定 結 

果 においても、 PD  をかけたクロス 項のみが正で 有意な (10% 有意水準であ る 力 りであ る。 これらのことから、 製品開発型中小企業は 、 研 

究 開発活動及び 遊学連携を研究開発成果に 有効に結びつけていると 判断できる。 

また、 産学連携ダミー (LD] 細 ㎡の ) の代わりに 対 大企業連携ダミー、 対中小企業連携ダミーを 入れた推定を 行うと、 工程，加工法関連新 

技術 () Ⅶ ) に対しては有意な 結果が出ないが、 製品開発型中小企業にとって、 対 大企業連携、 対中小企業連携ともこれを 行うと研究開発 

の 新製品件数 (NPP) への効果が確実になる。 これは．非製品開発型中小企業の 場合よりも明確であ る。 このことから、 対 大企業連携、 対 

中小企業連携についても、 製品開発型中小企業の 方が非製品開発型中小企業よりも 確実に有効活用していると 言える。 これらのことから． 

製品開発型中小企業は、 産学連携、 企業間連携を 有効に活用しており、 従って．産学連携、 企業間連携をキーワードとする 産業クラスター 

形成活動の積極的な 担い手となることが 期待できる。 

また、 表 1 は、 産学連携 力 神き 許 出願件数 ( つまり新技術要素の 大きい研究開発成果 ) には効果的であ るが、 新製品件数 ( つまり技術的資 

源 だけではなく、 より市場に近い 経営資源を必要とする 研究開発成果 ) には必ずしも 効果的でないかもしれないことを 示している。 一方、 

対大企業連携、 対中小企業連携については、 特許出願件数包 捜 でなく、 新製品件数 へ P) への研究開発の 効果を高めたり 確実にしたり 

するとの推定結果が 出ている。 

1 2 ㏄Ⅰ年 12 月から 2 ㎝ 2 年 3 月にかけて、 経済産業研究所の TAMA 協会への委託調査として．新技術・ 新製品の開発を 目的とする産学連 
携及び企業間連携 52 事例を調査。 調査対象企業は TAMAA 域内 37 社 (1 社で複数事例あ り。 非会員仝業を 含む。 ) 。 
2 2 ㎝ 3 年 3 月に、 経済産業研究所が 発送・回収   基礎的集計作業を TAMAA 協会に委託することによって 実施。 TAMAA 協会会員企業 262 
社 ( 金融機関、 専門サービス 業を除く ) から 120 社の回答 ( 回答率 45.8%) 、 非会員企業 1364 社 ( 無作為抽出 12 ㎝ 社 、 製品開発型であ る 
ことがわかっている 企業 1f64 社 ) から 94 社 ( 回答率 6.9%) の回答を得た。 記述集計と回帰分析では、 これらの回答企業のうち、 機械金属 
系製造業の製品開発型中小企業 103 社及こ 母ト開里 中小企業 55 社の計 158 社の回答結果を 使用。 
3 連携の相手先には 大学のほか国公立研究機関の 場合を含む。 
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(5) 連携仲介機関の 役割 

TAMA に関するこれまでの 調査研究によって、 TAMAA 協会 (TAMA か TLO  を含む ) の連携仲介機関としての 役割が重要であ ることも 明 

らかとなっている。 まず、 2 ㏄ 2 年連携事例調査によって、 TAMAA 域内に TAMAA 協会の活動を 通じて産学連携事例が 形成され始めているこ 

とが示された し巳 正俊 洋 、 2002) 。 また、 2 ㏄ 3 年アンケート 調査の記述的集計によって、 過去 5 年間に、 TAMAA 会員企業の方が 非会員企 

業よりも産学連携が 容易になったとする 企業の比率が 稿 いことがわかった。 さらに、 2 ㏄ 4 年 9 月現在で TAMAA 協会支援成果事例の 分類・ 

集計を行ったところ、 TAMA 協会の発足以来、 その活動を通じて 成立した連携事例が 55 件程度 存荏宜 することが確認された． @0 目玉 俊洋 、 2 ㏄ 5) 。 

これらのことから、 産学連携を中心として、 TAMAA 協会が新技術・ 新製品開発のための 連携形成に成果を 上げていることが 確認できる。 こ 

のことは、 連携仲介機関が @ 学友 び 企業間連携の 形成を促進する 上で重要であ り、 これらの連携をキーワードとする 産業クラスター 形成を 

促進するために 重要であ ることを示している。 

3. クラスター " 。 関係 

本節では、 今後の産業クラスター 研究にっなはるために、 上記の TAMAA に関する実証分析結果のクラスタ 一関連理論との 関係について 

整理を試み、 今後の理論的な 検討課題を探る。 

(1) マイケル，ポータ 一のクラスタ 一理論との関係 

クラスタ一概念が 一般に普及したのは、 M. ポータ一の Porter(1990) 、 Porter(1998) などによる貢献が 大であ った。 そのクラスタ 一理論 

の中核は、 クラスタ一の 形成やそれがもたらす 競争優位は、 要素条件 ( 天然資源、 人的資源、 資本、 物理的インフラ、 行政、 情報、 大学等 ) 、 

企業戦略 及ぴ 競合の環境 ( 投資環境、 地元での競合企業間の 競争状態等 ) 、 需要条件 ( 地元顧客の要求水準等 ) 、 関連産業・支援産業 ( 地元 

供給業者、 関連産業等 ) の 4 分野の要因が 相互に し 合って決定づけるとするものであ る① orter 、 1998) 。 この議論は、 日本を含め 各 

国の政策当局者にとってクラスタ 一政策を推進するための 強力な支援材料となったが、 4 分野のどの要因にプライオリティがあ るのか、 ま 

た 、 これらの要因がクラスターやその 優位性を形成するメカニズムがどのようなものであ るかについて、 必ずしも明らかにしてなっている 

わけではない。 

TAMAA に関する実証分析結果を 踏まえた筆者の 立場は、 日本において、 各地域で産業クラスター 形成活動を実践するに 当たって最も 重要 

なことは、 それぞれの地域で 製品企画 力と 技術力を背景に 産学連携や企業間連携を 有効に活用できる 多数の企業の 積極的な参加を 確保する 

ことであ る。 次いで、 それら企業を 当事者とする 産学連携や企業間連携， (d 新技術，新製品の 開発を目的とするもの。 以下同じ。 ) の形成を促 

すことであ る。 研究成果を生み 出す大学の存在やそれら 大学の産学連携指向性を 高めることも 非常に重要であ るが、 大学の産学連携姿勢や 

そのための制度環境が 整ってきた現在、 大学 (OW 弗 完成果の出口を 担える製品企画 力と 技術力を備えた 企業を発掘、 あ るいは育成することが 

あ らためて重要になっている。 

(2) 経済地理学、 地域経済学、 空間経済学との 関係 

産業集積の機能や 利点を強調する 議論は、 ポータ一のクラスタ 一理論以前から、 経済地理学の 研究者によって 活発に展開されていた。 そ 

4 個別企業の製品開発支援やその 他の経営・技術課題の 解決に貢献した 事例、 TAMAA ファンド ( 西部信用金庫が TAMA 協会の協力の 下に設立したべンチャー 
投資基金 ) による投資事例も 含めると、 具体的な成果を 上げた TAMAA 協会支援事例数は 1 ㏄ 件 近くに上る。 
，この段落の 記述については、 金井② 刀 3) 、 松原 (1999) 、 友洋 Q ㏄ 2) による先行力 献 サーベイを参考にした。 
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の 起源 は 、 特定産業の地理的集中の 外部経済を論じたマーシャル① 俺騰 h 皿 、 18 ㏄ ) にさかの ぼ るとされることが 多い。 1980 年代別 降は ． 

産業地区①も 薦 ㎝ dSa ぬ l 、 19% 等 ) 、 ミリュウ (Camag ㎡、 1 ㏄ 1 等 ) 、 学習地域 (Flo Ⅱ ぬ 、 1995 等 ) などの概念が 登場した。 これらの 

議論は．産業集積は、 付加価値の高い 多品種少量生産を 効率的に行う、 イノベーションや 知識創造を促進する 等の機能を果たしうるとし   

それを可能とする 背景要因として．地域の 企業間の「柔軟な 専門 ィ 出、 地域における 人的ネットワークによる 暗黙知の共有、 地域の大学や 支 

援 機関の役割を 重視し、 産業集積の優位性を 経済的 倶睡五 だけでなく、 社会・文化，制度 % 収価 にも注目して 論じている。 

産業集積形成のメカニズムについては、 産業や企業の 立地の問題として、 従来から、 経済地理学、 地域経済学の 分析対象となっていた。 

近年は、 藤田昌久、 P.R. クルーグマン 等が、 分析の枠組みに 規模の経済性を 明示的に導入することによって．空間経済学として 新たな議論 

を 展開している。 藤酎 2 ㏄膀によれば   集積 力は、 財の多生剥生及び 企業と人ホ杭 ょ どの経済主体の 多様性 ( 集積促進要因 ) 、 個別主体における 

規模の経済性 ( 集積促進要因 ) 、 ( ヒト   モノ・カネ・ 情報の広い意味での ) 輸送費 ( レベルによって 分散促進要因であ ったり集積促進要因 

であ ったりする ) の相互作用によって 生ずる。 ここにおいて、 知識覚部性が 集積地域のイノベーション カ を高めるとともに 集積促進要因と 

して働くとされている。 

TAMAA に関する研究において、   製品開発型中小企業が 産学及び企業間連携の 担い手となっていることや、 連携仲介機関の 存在によって 産 

学及び企業間連携が 促進されていることを 検証することは、 これらの理論との 関係では、 知識創造の促進や 知識覚部性の 向上のための 具体 

的なメカニズムを 追求していると 位置づけることができよう。 

(3) 産業組織論等との 関係 

知識創造の促進や 知識覚部性の 向上の具体的なメカニズムとして、 産学連携や企業間連携を 促進する方策を 検討することは、 経済学の中 

では産業組織論との 関係が深いと 考えられる。 日本の産業クラスタ 一政策は 、 新たに集積を 形 肪 することよりも、 まず、 産学及び企業間の 

連携を促進することに 焦点があ り、 それを通じて、 中長期的に新規産業の 発展と産業空洞化の 是正 ( 産業集積の形成 ) を図っている。 連携 

のメカニズムを 追求するためには、 産業組織論やその 分析ツールを 活用することによって、 新たな成果を 得られる可能性があ る。 

例えば、 Gro ㏄ mmmdHelpmm 舵 ㏄ 2) は、 最終製品メーカ 一の部品の生産について、 内製 で行う場合 ( 垂直統合企業 ) と他社に外注 

する場合 ( 専門企業の協力 ) のどちらが効率的であ るかを検討する 理論モデルを 作成した。 そこでは．垂直統合企業は、 組織運営のコスト 

が 専門企業よりも 高い代わりに、 他社に外注することに 伴う 取弓 l 費用 ( 探索費用と不完備契約のコスト ) を負担する必要がないのに 対して   

専門企業内池の 専門企業に外注する 場合は、 組織運営のコストが 垂直統合企業より 安い代わりに、 他社に外注することに 伴う取引費用を 負 

担 する必要があ るというトレードオフ 関係を基にモデル 化した。 

この理論モデルは 最終製品の生産を 想定したものであ るが、 最終製品の開発に 当たってあ る技術分野を 自社で開発するか 他の専門企業に 

外注するかという 選択問題に応用できるかもしれない。 製品開発段階での 内装 か 外注化の選択問題の 生産段階のそれとの 相違は、 技術情報 

の 漏洩のリスクをより 厳しく考えなければならないことなどが 考えられる。 従って   モジューノ 堵ヒの 議論を踏まえると、 さらに有益な 議論 

ヵ 平子えるかもしれない。 
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